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提言の内容

現状分析・背景

有効性検証

今後の展望



e-Tax
利用率上昇

【本提言の狙い】

窓口納付による
日本銀行の業務負担及び

社会的コストの大幅な削減に寄与！



１ 現状分析・背景

e-Taxとは...

国税電子申告・納税システムの略称。
インターネットを通じて国税庁に申告や

納税を行える仕組み。

24時間、どこからでも国税を納税できる！



１ 現状分析・背景

【法人のキャッシュレス納付の現状】

キャッシュレス納付（39.0％） 窓口納付（61.0％）

人格別割合

個人 法人

28.8％

71.2%

国税の納付件数(手段別内訳：令和５(2023)年度 【合計：4,944万件】

「国税・地方税のキャッシュレス納付共同レポート」より独自作成



e-Taxのことを知っている、もしくは利用していますか？

e-Taxを知っているかつ利用している e-Taxを知っているが、利用していない

e-Taxをそもそも知らなかった

１ 現状分析・背景

【企業家同友会へのアンケート調査】

21％

35％

アンケート調査より独自作成

５６％

(n＝43)



１ 現状分析・背景

【窓口納付による3つの社会的コスト】

金融機関のコスト

納税者のコスト

日本銀行のOCR処理にかかるコスト



１ 現状分析・背景

【窓口納付による3つの社会的コスト】

①金融機関のコスト

納税者 金融機関窓口担当者

大量の納付書
・税額全体の計算
・収納判の押印等



１ 現状分析・背景

【窓口納付による3つの社会的コスト】

②納税者のコスト

金融機関
納付書の作成

待機時間

金融機関までの移動時間



１ 現状分析・背景

納付書・支払い

共有

納付書送付

文字をテキストデータに
変換する技術

OCR処理

③日本銀行のOCR処理にかかるコスト

【窓口納付による3つの社会的コスト】

官庁

納税者

日本銀行

金融機関



１ 現状分析・背景

【日本銀行のOCR処理件数】
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「国庫金事務デジタル化の状況について（令和６年度）より独自作成」



１ 現状分析・背景

【日本銀行のOCR処理件数】
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「国庫金事務デジタル化の状況について（令和６年度）より独自作成」



１ 現状分析・背景

【なぜ窓口納付が未だに根付いているのか？】



１ 現状分析・背景

【窓口納付が未だに根付いているのか】

①国税を納める法人 ②納付の窓口である金融機関

2つの立場に対してヒアリング調査



１ 現状分析・背景

キャッシュレス納付に踏み切れない理由があれば
教えていただきたいです。

１

２

【①法人 ヒアリング質問内容】

法人に社会的コストが大きいことを理解してもらえれば、
現金納付の減少につながると思いますか？



１ 現状分析・背景

【①法人 ヒアリング回答】

窓口納付からキャッシュレス納付に切り替える
明確なメリットが感じられない。

キャッシュレス納付
メリット



１ 現状分析・背景

【①法人 ヒアリング回答】

窓口納付からキャッシュレス納付に切り替える
明確なメリットが感じられない。

キャッシュレス納付
メリット



１ 現状分析・背景

貴庫として、法人向けにキャッシュレス納税を推進する
具体的な施策や案内はされていますか？

貴庫で行われているセミナーへの反応を教えてください。

【②金融機関 ヒアリング内容】

１

２



１ 現状分析・背景

【②金融機関 ヒアリング回答】

セミナーによりe-Taxの利用を呼びかけているが、
あまり効果を感じられない

効果



１ 現状分析・背景

【②金融機関 ヒアリング回答】

セミナーによりe-Taxの利用を呼びかけているが、
あまり効果を感じられない

効果



１ 現状分析・背景

【浮き彫りになった2点の課題】

①e-Taxへの切り替え障壁の高さ

②周知施策の限界



現状分析・背景

提言

有効性検証

今後の展望



２ 提言の内容

【浮き彫りになった2点の課題】

①e-Taxへの切り替え障壁の高さ

②周知施策の限界

２つの課題に同時にアプローチ！



Chain Referral Program for e-Tax



２ 提言の内容

3年間で
キャッシュレス納付比率80％達成！

【目標】



２ 提言の内容

【2点の課題に対するアプローチ】

①金銭的インセンティブ

②追加の金銭的インセンティブ

1点目の課題

2点目の課題



２ 提言の内容

法人向けキャッシュレス資金
R1

紹介者に対しての
金銭的インセンティブ

R2

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ



２ 提言の内容

【2点のアプローチに込めた狙い】

①e-Tax導入の障壁を乗り越えられるe-Tax

導入の障壁

②今までの周知の限界を突破できる

1点目の
アプローチ

2点目の
アプローチ



第一段階

e-tax
初回利用の

法人

e-Tax 国税庁
日本銀行

金融機関

Pay Forward
プラットフォーム

③申告・納税情報を
送付

②完了メール
紹介コードの送付

④支払い指示

⑤新規納税者情報通知

⑥入金
・引き落とし

⑦R１分
入金

⑧R1

⑴納付情報通知
①納税

はお金の流れ

は情報の流れ

⑵照合・確認

２



第二段階

①法人に
e-tax紹介

e-Taxe-tax
導入済み
法人

e-tax
未導入法人

②納税

紹介コードの
送付

⑦入金
引き落とし

⑥新規納税者情報通知
紹介者情報通知

⑴納付情報通知

③完了メール
紹介コード送付

④申告・納税・紹介者
情報を送付

⑤支払い指示
⑧R1・R2分
入金

（２）照合・確認

２



２ 提言の内容

【2点の課題】

①e-Taxへの切り替え障壁の高さ

②周知施策の限界

２つの課題に同時にアプローチ！



２ 提言の内容

CRP for e-Tax
キャッシュレス
納付の推進

納付書削減による
業務負担の軽減

社会的コストの
大幅削減

【まとめ】



現状分析・背景

有効性検証

提言

今後の展望



３ 有効性の検証

①費用便益分析 ②ヒアリング調査



３ 有効性の検証

①費用便益分析



３ 有効性の検証

法人の国税キャッシュレス納付
割合増加率が現状のまま継続

本提言によりキャッシュレス納付
割合増加率が急進した場合

【①現状維持】 【②CRP for e-Tax】



３ 有効性の検証

【分析の前提条件】

時間価値＝省略できる時間×平均所得（円）

金銭価値 非金銭価値



３ 有効性の検証

【分析の前提条件】

時間価値＝省略できる時間×平均所得（円）

金銭価値 非金銭価値

総合評価！！



３ 有効性の検証

【①現状維持】

現在 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

キャッシュレス納付率

現金納付率

39％ 43％ 47％ 51％ 55％ 59％

61％ 57％ 53％ 49％ 45％ 41％

※伸び率は4％と仮定



３ 有効性の検証

国税庁 令和７年６月11日「事業者のデジタル化・税務手続のデジタル化」より作成
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３ 有効性の検証

【②CRP for e-Tax】

現在 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

キャッシュレス納付率

現金納付率

39％ 50％ 65％ 80％ 90％ 95％

61％ 50％ 35％ 20％ 10％ 5％

※マイナンバーカードの事例をもとに仮定



３ 有効性の検証

※CRP for e-TAXの場合のキャッシュレス納付比率の増加➡マイナンバーカードの事例をもとに算出



３ 有効性の検証

【1年目】 キャッシュレス納付時の費用便益



３ 有効性の検証

費用 便益 ＝ 社会的コスト

【1年目】 キャッシュレス納付時の費用便益



３ 有効性の検証

費用 便益 ＝ 社会的コスト-138.8億円

【1年目】 キャッシュレス納付時の費用便益



３ 有効性の検証

【1年目】 現金納付時の費用便益



３ 有効性の検証

費用 便益 ＝ 社会的コスト

【1年目】 現金納付時の費用便益



３ 有効性の検証

費用 便益 ＝ 社会的コスト
-1062.6億円

【1年目】 現金納付時の費用便益



３ 有効性の検証

キャッシュレス納付時の社会的コスト＋現金納付時の社会的コスト＝納税時の全体の社会的コスト

＋-138.8億円 -1062.6億円

【1年目】
キャッシュレス納付時の費用便益

【1年目】
現金納付時の費用便益

１年間の全体の社会的コスト



３ 有効性の検証

キャッシュレス納付時の社会的コスト＋現金納付時の社会的コスト＝納税時の全体の社会的コスト

＋-138.8億円 -1062.6億円

【1年目】
キャッシュレス納付時の費用便益

【1年目】
現金納付時の費用便益

-1201.4億円
１年間の全体の社会的コスト



３ 有効性の検証

【５年目までの１年ごとの社会的コストの図】



３ 有効性の検証

【５年目までの１年ごとの社会的コストの図】



３ 有効性の検証

【５年目までの１年ごとの社会的コストの図】

約５００億円削減！！



３ 有効性の検証

【５年目までの１年ごとの社会的コストの図】



３ 有効性の検証

【５年目までの１年ごとの社会的コストの図】

約７００億円削減！！



３ 有効性の検証

【①現状維持】

【②CRP for e-Tax】

5年 9年！！！

0年目 14年目5年目

14年

【費用便益分析の比較まとめ】 ※社会的コストをゼロに抑えるまで



３ 有効性の検証

②ヒアリング調査



３ 有効性の検証

株式会社
ワールドサニー
代表取締役
小坂様

【ヒアリング調査結果】

京都信用金庫
西陣支店
多田支店長

株式会社
サクモフ
代表取締役
諸隈様



３ 有効性の検証

CRPは効果的だと思いますか？

その理由を教えてください

懸念点があれば教えてください

【ヒアリング調査 質問内容】

１

２

３



３ 有効性の検証

株式会社
ワールドサニー
代表取締役
小坂様

株式会社
サクモフ
代表取締役
諸隈様

・インセンティブもしくはディス
インセンティブによる施策は
効果的だと思う

【ヒアリング調査結果】

・法人への金銭的なインセンティ
ブはe-Tax導入への意欲につな
がり、かなり効果がある

・共有するというアイデアはさら
なるe-Tax納付の波及に繋がる
可能性がある

・分かりやすいメリットである金
銭的なインセンティブがあること
は効果的かもしれない

・対象者を法人に絞るという限定
的な点であることから平等性に
かけるのではないか

京都信用金庫
西陣支店
多田支店長

かなり効果がある！ 効果的だと思う！ 平等性に欠ける？



現状分析・背景

今後の展望

提言

有効性検証



３ 今後の展望

CRP for 
e-Tax

日本銀行

金融機関 納税者

全方位的な施策



３ 今後の展望

CRP for e-Taxで「見えないコスト」を削減し
日本全体のさらなるキャッシュレス化に貢献する！



ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました
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